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様式２ 

随意契約結果表(委託等契約) 

所属名 

 

市町村振興課 

契約締結年月日 

 

令和８年４月１日 

契約者名 

 
地方公共団体情報システム機構 

契約名 令和８年度住民基本台帳ネットワークシステムにおける都道府

県サーバ集約センターの運用監視等に係る業務委託 

契約金額 

（税込み） 

９，４２６，１９９円 

随意契約理由 ○住民基本台帳ネットワークシステムは、全国サーバと都道府

県サーバ及び市町村 CS とを通信機器及び専用回線でつないで

いるものである。このうち、都道府県サーバについては平成２

６年１月１８日から都道府県サーバを集約して運用管理をして

いる。 

○都道府県サーバの集約に伴い、４７都道府県が一の主体と契

約しなければ、その目的を達成することができないため、平成

２６年１月から地方公共団体情報システム機構と各都道府県が

契約の締結をすることとしている。また、都道府県サーバの集

約化により、コストの削減がなされ、都道府県の利益の増進に

つながっている。 

○都道府県サーバの集約により、従来は４７都道府県でそれぞ

れ保存されていた各都道府県の本人確認情報が一箇所で保管さ

れ、全国サーバと同等の情報を保有することとなるため、これ

まで以上のセキュリティ確保策が求められることとなる 

○地方公共団体情報システム機構は、都道府県サーバ集約に係

る契約の目的、内容に照らしそれに相応する信用、技術、経験

等を有する主体として、住基ネット全体のセキュリティ確保に

責任を追う立場にあるとともに、安定的に住基ネット運営を行

っている。 

○令和８年３月に開催された地方公共団体情報システム機構の

意思決定機関である代表者会議において、都道府県サーバ集約

センター運営受託事業等の実施を含む令和８年度事業計画が決

定された。 

○このことから、地方自治法施行例第１６７条の２第１項第２

号の規程により、地方公共団体情報システム機構と随意契約と

し、山梨県財務規則第１３７条第３項により見積合わせを省略

するものとする。 

随意契約の適用条項 地方自治法施行例１６７条の２第１項第２号 

山梨県財務規則１３７条第３項 

 


